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＜要 旨＞ 

第 1子出産後に抑うつを経験した母親の第 2子妊娠期から育児期における抑うつへの支援を明ら

かにするために計画した探索的研究のうち、第 1子出産後に抑うつを経験した母親のスクリーニン

グに関する結果を報告する。第 1子出産後に抑うつを経験した母親を対象としたことは、抑うつを

経験しながらも支援を享受できていない母親の存在に注目したものであり、日本の産後うつ病予防

支援の課題を検討する目的を持っていた。第 2子妊娠中の妊婦に、第 1子出産後の抑うつ経験の有

無に関する web調査を行い、756名を分析対象とした。その結果、抑うつを経験したと自覚を持つ

母親は 321名であり、抑うつ有症のスクリーニング方法の再検討が必要と考えられた。また、第 1

子出産後に、医師より、産後うつ病と説明を受けた母親の 7割は、精神保健領域における治療を受

けていた。その一方で、「周りに助けを求めた。相談した。」と回答した母親の存在は、多職種連携

による支援の実践に、更なる改善の必要性を示す結果と言える。 
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【はじめに】 

産後うつ病、ならびに産後の抑うつ症状は、母

親自身のみならず、子どもの発達、母子関係に影

響を及ぼす(Slomian, Honvo, Emonts, Reginster, 

& Bruyère, 2019)。そのため、世界各国において、

産 後 う つ 病 の 有 病 率 (Banti et al., 2011; 

Kitamura et al., 2006)、ならびに抑うつ有症率や

関連要因に関する研究 (Hutchens & Kearney, 

2020; Liu, Wang, & Wang, 2022)、また、抑うつ

予防への介入の有用性を評価するメタアナリシ

スが実施されている(Dennis & Dowswell, 2013; 

Poyatos-León et al., 2017)。日本においても、産

後うつ病予防支援は、母子保健施策の中核であり、

2017年に開始された産婦健康診査事業は、その 1

つである。 

産婦健康診査事業は、産後 2週間、ならびに産

後 1か月の産後早期の時期に、母親の身体状況に

加え、精神的健康状態を把握するものであり、費

用は公費負担となっている(神ノ田, 2017)。産婦健

康診査事業の開始以降、臨床において、エジンバ

ラ産後うつ病質問票（Edinburgh Postnatal 

Depression Scale：以下 EPDS）を用いたスクリ

ーニングが定着した(三菱ＵＦＪリサーチ＆コン

サルティング株式会社, 2020)一方で、EPDSのカ

ットオフ値を超えた、抑うつ状態にある母親への

二次評価はなされていない(岡野, 2017)。加えて、

精神保健領域との障壁という課題もあり(岡野 & 

Brockington IF, 2000)、抑うつ症状を経験しなが
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らも支援を享受できていない母親が存在すると

考える。 

また、日本で示される産後うつ病予防の支援内

容の多くは、初産婦を対象とした育児支援であり

(Iwata et al., 2016; Tokumitsu et al., 2020)、周

産期において、生活背景や課題が異なる経産婦へ

の支援は少ない。夫婦の最終的な平均出生こども

数とみなされる夫婦の完結出生時数を見ると、夫

婦の約半数が 2人の子どもを持つことが示されて

いる(国立社会保障・人口問題研究所, 2017)が、第

2 子を育てる母親の精神的健康への支援は少ない。

第 2子を育てる母親の中でも、特に、産後うつ病

の既往歴を持つ母親は、次子妊娠時の再発リスク

が約 50%と示されている (Royal College of 

Obstetricians and Gynaecologists, 2011）にも関わら

ず、基礎研究もなされていない。さらに、前述し

た抑うつを経験しながらも支援を享受できてい

ない母親の存在を踏まえると、次子妊娠期から育

児期においては、産後うつ病の診断の有無に関わ

らず、抑うつを経験したと自覚を持つ母親を対象

とした支援構築が必要と考える。よって、第 1子

出産後に抑うつを経験した母親の第 2子妊娠期か

ら育児期の支援を見出す基礎研究への着手は急

務課題と捉えた。 

そこで、第 1子出産後に抑うつを経験した母親

の第 2子妊娠期から育児期における抑うつへの支

援を明らかにするために、探索的研究を計画した。

今回の研究報告は、本研究の対象である第 1子出

産後に抑うつを経験した母親のスクリーニング

に関する内容であり、第 1子出産後に抑うつを経

験した母親の特性から、産後うつ病予防支援の課

題を検討することを目的とした。 

 

 

【方法】 

11..  研研究究デデザザイインン  

横断研究 

22..  対対象象者者  

第 2子妊娠中の妊婦 756名を対象とした。  

33..  用用語語のの定定義義  

第 1子出産後に抑うつを経験した母親： 

第 2子妊娠中に、母親自身が第 1子出産後 1年

までを想起し、以下の 1）～4）のいずれかに該当

し、研究開始時に、治療を受けていない者 

1）医師より、産後うつ病と説明を受けた者 

2）産後 2 週間、あるいは産後 1 か月の健診にお

いて、EPDSの得点が「高得点である。」ある

いは、「抑うつや産後うつ病が心配な状態」と

説明を受けた者 

3）whooley2項目質問法に準じた内容に該当の自

覚を持つ者 

44..  デデーータタ収収集集方方法法  

第 2子妊娠中の妊婦を対象に、第 1子出産後の

抑うつ経験の有無に関する web調査を実施した。 

55..  倫倫理理的的配配慮慮  

本研究の目的、研究協力を拒否する権利、個人

情報の保護に加え、本調査は、無記名で実施する

ため、協力後の撤回ができないことを web上で説

明し、アンケート調査票に、研究協力への同意の

確認欄を設け、適切な同意を得た。また、研究協

力者が、精神的健康状態に心配を持つ場合への配

慮として、本研究の問い合わせ先においてもご相

談いただけることを説明した。 

尚、本研究は、関西医科大学医学倫理審査委員

会の承認を得て実施した（承認番号;2021234）。 
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【結果】 

11..  第第 11 子子出出産産後後にに抑抑ううつつをを経経験験ししたた母母親親とと母母親親

がが受受けけたた支支援援・・治治療療  

11））医医師師よよりり、、産産後後ううつつ病病とと説説明明をを受受けけたた母母親親  

産後うつ病と説明を受けた母親は、49名であっ

た。医師より、産後うつ病と説明を受けた母親 49

名の治療内容として、一番回答が多かったのは、

精神科医師や臨床心理士とのカウンセリング 24

名であった（複数回答含む）。また、3名は「特に、

治療を受けていない。」と回答し、「周りに助けを

求めた。相談した。」と回答した者は 4 名であっ

た。 

22））EEPPDDSSにによよるる指指摘摘をを受受けけたた母母親親  

EPDS による指摘をうけた母親 24 名であり、

そのうち、精神科、あるいは、心療内科を受診し

た者は 1名であった。 

33））wwhhoooolleeyy22項項目目質質問問法法にに準準じじたた内内容容にに該該当当のの

自自覚覚をを持持つつ母母親親  

Whooley2 項目質問法に準じた内容に該当の自

覚を持つ母親は、321名であった。そのうち、精

神科、あるいは、心療内科を受診した者は 4名で

あった。 

【考察】 

第 1子出産後に抑うつを経験した母親の特性か

ら、日本の産後うつ病予防支援において、特に、

多職種連携による支援の課題と EPDS を用いた

抑うつ有症のスクリーニングの課題の 2点を考察

する。 

11..  多多職職種種連連携携にによよるる支支援援のの課課題題  

日本の周産期メンタルヘルスにおける課題の 1

つには、母子保健領域と精神保健領域の二分によ

り、母親が一貫した支援を受けることが難しい

(岡野 & Brockington IF, 2000)ことがあげられて

きた。しかし、医師より、産後うつ病と説明を受

けた母親の 7割は、精神保健領域における支援を

受けていたことが示された。その一方で、「特に、

治療を受けていない。」や「周りに助けを求めた。

相談した。」と回答した母親の存在は、多職種連携

による支援の実践に、課題があることを示してい

る。 

2016年の診療報酬改定においては、ハイリスク

妊娠管理料換算に、精神疾患合併妊婦も追加され

(鈴木, 2019)、妊産婦のメンタルヘルスケアにお

ける産科と精神科の連携の重要性を示すものと

なった。精神科医療において、妊産婦メンタルヘ

ルスケアへの参画の必要性の啓発がなされるた

めに、更なる取り組みが必要と考える。 

22..  EEPPDDSS にによよるる抑抑ううつつ有有症症ののススククリリーーニニンンググのの

課課題題  

Whooley2 項目質問法に準じた内容に該当の自

覚を持つ母親は、321名であり、医師から、産後

うつ病と説明を受けた母親と、EPDSによる指摘

を受けた母親、すなわち、医療者から抑うつの指

摘を受けた母親を大きく上回る結果であった。こ

のことは、現在、臨床において定着した EPDSに

よる抑うつ有症のスクリーング方法の再検討の

必要性を示す結果と言える。 
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